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６ 議 事 録 

 

○若井敦子委員長 

ただいまから、総務委員会委員協議会を開会する。 

本日の協議会は、委員会の所管事項の調査や施策の評価の充実を図るため開催したものであり、「国民

保護に係る取組について」を議題とし、執行部の説明を求める。 

 

（執行部挨拶：内木危機管理部長） 

（執行部説明：長谷川危機管理政策課長） 

 

○若井敦子委員長 

  ただいまの説明に対して、質疑はないか。 

○水野吉近委員 

  今後は民間施設も避難施設として幅広く活用していくことが必要と考えるが、民間施設の指定に対し、

どのように進める予定か。 

○長谷川危機管理政策課長 

  民間施設については、来年度以降、市町村と連携しながら施設数を増やしていけるよう取り組む。 

○水野吉近委員 

  自然災害時の避難については住民にもかなり認識されてきたと思うが、国民保護に関する避難について

も住民の理解を得られるよう、防災訓練と並行して実施することが大切と考える。今後、住民への周知を

目的とした避難訓練の機会をどのように増やしていく予定か。 

○長谷川危機管理政策課長 

  住民向けの避難訓練を増やしていくことは重要であると認識しており、12月には市町村向けの会議にお

いて訓練実施の呼びかけを行った。国民保護法上も、国民保護に関する避難訓練を通常の防災訓練と連携

して実施するよう規定していることから、市町村と協力して取り組んでいきたい。 

○村下貴夫委員 

  緊急一時避難施設と避難施設の違いは。 

○長谷川危機管理政策課長 

  緊急一時避難施設とは、ミサイル落下時の爆風から身を守る一時的な滞在施設であり、地下横断施設な

ど瞬間的に身を守る位置づけの施設のことである。一方、避難施設とは当面の間、過ごしていただく施設

のことである。 

○村下貴夫委員 

  避難施設はどの程度指定されているか。 

○長谷川危機管理政策課長 

  令和４年９月末時点で、2,557か所指定している。 

○村下貴夫委員 

  県内でも市町村によって避難施設の充足に差があると思うが、今後の課題という認識か。 

○長谷川危機管理政策課長 

  課題と認識しており、来年度も引き続き、緊急一時避難施設を増やしていく。また、現在の避難施設の

中には、指定から相当年数が経過しているものもあることから、既に指定されている施設の見直しなどの

点検も、市町村と連携して併せて実施していく。 

○村下貴夫委員 

  自然災害などとの複合災害時の対処についてはどうか。 
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○長谷川危機管理政策課長 

  複合災害の想定については、今後訓練をしていくうえでの課題と認識している。国の指導を受けながら

検討していく。 

○国枝慎太郎委員 

  警戒区域の設定とは具体的にどういうことか。 

○長谷川危機管理政策課長 

  例えば生物兵器による攻撃の場合や爆風の影響で火災が発生した場合などに、一定の範囲に立ち入らな

いように警戒区域を設定するもの。 

○国枝慎太郎委員 

  市町村にも警戒区域設定の権限があるのか。 

○長谷川危機管理政策課長 

  市町村の権限においても設定できる。 

○国枝慎太郎委員 

  Ｊアラートの対象範囲は県レベルなのか。県では県内の状況をどの程度詳細に把握できるのか。 

○長谷川危機管理政策課長 

  国において何度も発表の対象範囲の見直しやシステム改修を行っている。現在の対象範囲は、都道府県単位

となっている。昨年10月、Ｊアラートによるミサイル発射情報がミサイルの上空通過とほぼ同時であったこと

から、国において情報伝達までの時間を短縮するため、現在の対象県に加え、その周辺県も含め早めに発表す

るよう見直しが予定されている。 

○若井敦子委員長 

  他に質問はないか。 

（「なし」の声あり） 

 

○若井敦子委員長 

 質疑も尽きたようなので、これをもって質疑を終了する。 

 本日の議題は全て終了したが、他に意見等はないか。また、執行部はいかがか。 

（発言する者なし） 

○若井敦子委員長 

  意見もないようなので、これをもって、本日の委員協議会を閉会する。 
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